



は じ め に
本稿では, マレーシアのヘゲモニー政党制の適






































当時のマレーシア経済は, かなりの程度, 第 1次
産業部門いわゆる農村経済の活動に依存していた｡
それらのうち主要な産業は, おもに輸出に対して
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的に 1 月のキロ当たり 265.3 セント平均から 11
月には悪い時でキロ当たり 97セント, 平均でキ
ロ当たり 111.6セントへと落ち込んだ｣(8)｡ したがっ
て, 輸出量は 4.2％減少し(9), また生産も 1.1％減
少した(10)｡ 挽材と製材もまた, 輸出価格とその
量の悪化に苦しんでいた｡ それらの価格は, それ
ぞれ 1973年から 10％と 16％落ち込んだものと概
算されている｣(11)｡ 各生産量もまた, 前年比で 5.6









































シア労働組合会議 (Malaysian Trades Union
Congress, 以下MTUCと略す) と全国プランテー
ション労働者組合 (National Union of Planta-






























































































ハンでもまた, 連邦土地開発公社 (the Federal




















たように農村部の人々 (おもにマレー人) は, と

























































ち統一マレー人国民組織 (United Malays Na-
tional Organization, 以下 UMNO), マレーシ
ア中国人協会 (Malaysian Chinese Association,
以下 MCA),マレーシアインド人会議 (Malay-






































SeMalaysia＝Pas-Malaysian Islamic Party, 以









cratic Action Party, 以下 DAPと略す) も ｢平














マレーシア民政運動党 (Gerakan Rakyat Ma-
laysia＝Civil Movement of Malaysia, 以下
Gerakantと略す), そして人民進歩党 (People’s
























































































































































オロギーは, UMNO をして PAS を政治的不安
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定性の主要な要因とみなさせていたのである｡ し
たがって UMNO は, PAS を連盟党に取り込む
ことによって政治的な不安定要因を取り除こうと
する一方で(53), PAS は UMNO による既存の統
治連合である連盟党の拡大にかなり批判的であっ
た｡ PASは, UMNOが PASとの新たに拡大さ
れた連合・BNの形成を求めていることに反対す
る立場をとった｡ というのも, ｢PASは政治活動











た｡ 同党は, もともと UMNO内の宗教的ウイン
グによって形成されており, 結果として UMNO
の非マレー人に対する譲歩に反対する立場をとっ
















先的な政策 (ルクヌガラと NEP) への変更は,
明らかに PASリーダーをして連盟党に参加し新
しい統治連合である BNを形成する主要な誘因を
与えたのである｡ というのも, それは UMNOと
PASの政策的な一致をもたらしたからである｡
PAS総裁は, ｢連合はマレー人に特別な手助けと















おり, 同党の多くは (政治的) 本流に戻り全国的
に権力の配分を確保することを好ましく思ってい
た｡ 党員は, 連邦政府の報酬に興味をもってい












































































































暴動後の 1970年 1月に国家諮問会議 (National







は宗教組織, 専門家集団, 労働組合, 雇用者団体,
新聞, 教職員などであった(70)｡ ｢NCCのメンバー
の約半数は政府役人であり, その人種別代表はマ
レー人が 30人, 中国人が 17人, 7人がインド人




























































































グマティズム, 穏健主義, 曖昧性, 漸次主義を必
要とした｣(78)｡ 他方で PASは, より直接的なマ
レーナショナリズムを採用し, すでにみたように





















こう｣(80) と行動していたのである｡ これは, 同党
に見られるモチーフに明らかである｡ すなわち
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のリーダーをして以下のように認識させるように







































ると同時に, マレーシア市民社会党 (Parti So-
sialis Rakyat Malaysia＝Socialist Civil Party


































































る｡ もっとも, 第一の要因が 1974年の政治的安
定に重要な役割を果たしたかどうかは問題が残る
が｡ 農村地域とくに北部諸州であるペルリス, ケ
ダ, ケランタン, トレンガヌにおける 1974年総



































こうした状況の下, 1974年 8月 24日に総選挙
が行なわれた｡ 農村地域における選挙結果は,
BN すなわち UMNO と PAS の地すべり的勝利
























る BN からの PAS の脱退にもかかわらず,





































これは, PAS の UMNO との関係と問題が妥協
的に解決されるMCAと UMNOの関係と比較す
ることによってもっとも良く理解され得る｡ 一方






｢国民戦線 (すなわち UMNO) は, 政府の資源
や組織, 財源のすべてを自由に利用できた……対













うのも, PASは UMNOと PASの対立そしてそ
の BNからの離脱によって減少した党の凝集性を
回復させるためにイスラムを強く促進しようとし













されたのである｡ 事実 MCA と Gerakan は,
PASといかなる話し合いも持たなかった｡ こう
した 2つの要素である UMNOの内的組織化の増
大と BN 政党の関係的な安定性は, 明らかに
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